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図16　能率差異の分析
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　　　　　　　　図17　予算差異の分析
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　公式法変動予算の場合には、固定費において操業度差異と能率差異を分
析し、変動費においては能率差異を分析する。予算差異は実際操業度にお
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ける変動予算の配賦額に固定費が加算されたものである。つまり図13に
おける固定予算における予算差異分析と同様に一次元のグラフとして表現
することができるのである。
2．実際原価計算制度への展開
　次に実際原価計算において原価差異の分析を試みてみる。
（1）製造間接費の分析
　まず実際原価計算制度における固定予算から検討を加えてみると、標準
原価計算制度における固定予算の差異分析と異なるところは、標準操業度
と実際操業度との差異（能率差異）分析がないだけで、他に異なるところ
はない事がわかる。これを示したのが下記に掲げる図18および図19であ
る。予算差異は同様に一次元のグラフとして表示される。
　操業度差異　二　標準配賦率　×　（基準操業度　一　実際操業度）
図18　操業度差異の分析
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予算差異　＝・実際発生額 固定予算額
図19　予算差異の分析
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　次に実際原価計算制度における変動予算について検討してみると、これ
も標準原価計算制度における公式法変動予算から、能率差異を除いたもの
だということが理解できる。
図20　操業度差異の分析
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　実際原価計算制度においては標準操業度と実際操業度との比較が行われ
ないので、操業度差異と予算差異だけの分析となる。操業度差異は固定予
算の場合も変動予算の場合も変わりがないので、予算差異について検討す
ることにする。変動予算の場合に、予算差異は実際操業度における変動費
配賦額に固定費を加えた金額（実際操業度における予算額）と実際発生額
との比較によって計算されるので、これも下記の図21のように分析する
ことができる。
　予算差異　・＝　実際発生額一　（固定費＋変動費）
図21　予算差異の分析
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（2）実際原価計算制度における直接費の分析
実際原価計算制度における直接材料費および直接労務費の分析は下記の
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図22のようになる。直接費は予定配賦額と実際発生額との比較によるた
め予算差異と同じように一次元のグラフとなる。
　原価差異　＝　実際発生額　一　予定配賦額
図22　直接費差異分析への展開
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V．まとめ
　本論文は原価差異分析にっいて、一般的に用いられるBOX図やシュ
ラッター図に代わるものとして、座標としての観点から新たな分析手法を
提言した。
　実際原価計算制度における予定配賦額に対する直接費（直接材料費およ
び直接労務費）差異は、一次元のグラフとして表現できることが分かっ
た。また標準原価計算制度における直接費は管理不能差異としての価格差
異（賃率差異）と管理可能差異としての数量差異（作業時間差異）とに分
　　　　　　　　　　　　　　　一171一
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離して差異分析をすることにより、座標と整合性を持った表示ができるこ
とを提言した。
　また、製造間接費については、固定費の操業度差異については、実際原
価計算制度および標準原価計算制度に対して統一された分析手法が可能で
あることを検証した。さらに予算差異については、固定予算および変動予
算ともに一次元のグラフとして表現できることを示した。
　これらにより、原価差異分析について座標と整合性を持った原価差異分
析が可能であることを提言した。
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